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のパカヤ地方にある NAD の拠点に侵入し、爆破の上で即日撤退した。（以上、論点 1 関連事実） 
また、アコタンゴは国内では、いかなる個人及び法人であっても、政府が指定したテロ組織に対し
て資金及び武器を供与することを禁止し、違反した者に対して刑事罰を科すテロ支援防止法が制定さ








与防止条約の加盟国である。(以上、論点 2 関連事実) 
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 国連憲章 2 条 4 項によると、国家間における武力の行使は禁止される1。「武力」とは国家の正規軍
が行うものを含む2。本件におけるレサゴの NAD 拠点爆破は、レサゴの正規軍に属する特殊部隊が行
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2018 Japan Cup は 7 月 7 日～8 日に東京の国立オリンピック記念青少年総合センターにて開催され
た。結果は以下の通りである。 
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書面・弁論を見ていただいた裁判官の講評などを総合的に考慮して、2018 Japan Cup の問題文に対す
る回答を作り上げた。しかしこの問題文には正解があるわけではない。また、今後の国際情勢いかん
では、現時点の回答も大きく変わる可能性も十分にあるため、国際情勢を注視していく必要がある。
 
